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第 1 章 序論 
1.1 研究背景 
 



















出高が大きい箇所、堤防等の前面の砂浜幅が 20ｍ以下の箇所が全国で 281 海岸、延長













攪乱させ巻き上げるという 1 次的役割と、巻き上げた砂（浮遊砂）を運搬移動する 2
次的役割を果たす。さらに波浪が砕けた場合、前者の 1 次的役割が大きくなる。 
 波浪が砕ける領域である砕波帯において、この 1 次的役割である、底質の巻き上げは





































































































SSK 社製:S10W-01 型）を用いた。剪断力計は、Shear プレートを片持梁の支柱に取り
付け、Shear プレート上面に作用する波進行方向の底面剪断力による曲げモーメントを、
支柱下部に貼られた歪みゲージで測定を行っている。この曲げモーメントを歪みゲージ





ィショナー（写真 2.2 左、SSK 社製: M-1101D）へ電圧として出力される。出力電圧は
1/1000V 単位まで計測でき、最高電圧 10V が 0.1gf に相当するよう設定を行っている。
また、水中内で計測を行う場合、静水時の 0V から若干の変動が生じてしまう（ドリフ
ト効果）。そのため、変動したずれに規則性がある場合、強制的に 0V に補正を行うド
リフト補正 AMP（写真 2.2 右、 SSK 社製: M-111AZ）を用いた。ドリフト補正された















=                  (2-1) 
写真 2.2 コンディショナー(左)と 


















との 2 種の剪断力計を用意し、比較計測を行った。 
 粗面の加工は、厚さ約 0.1mm のフィルムを、計測部である中心のプレートと、その














凹凸が生じないよう行った。剪断力計の形状を図 2.3、図 2.4 に示す。また、剪断力計
を設置した板を図 2.5 に示す。板は１辺 292mm の正方形で、中心線から等間隔に半径
写真 2.5 滑面の剪断力計 写真 2.4 粗面の剪断力計 
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11mm の穴を 2 つ開け、その穴に滑面と粗面の剪断力計を設置した。さらに剪断力計の

















図 2.3 剪断力計、 
側面方向の模式図 














図 2.5 剪断力計を設置した板の模式図 
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写真 2.6 剪断力計設置板の概要 











































写真 2.7 剪断力計精度検証実験概要 
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表 2.2 剪断力計精度検証実験条件 
水深 波高 周期 
CASE 
h(cm) H(cm) T(s) 
1 30.0 5.0 1.00 
2 30.0 8.0 1.00 
3 30.0 5.0 1.60 
4 30.0 8.0 1.60 
5 30.0 5.0 2.00 
6 30.0 8.0 2.00 
7 30.0 5.0 2.50 
8 30.0 8.0 2.50 
9 50.0 10.0 1.00 
10 50.0 16.0 1.00 
11 50.0 10.0 1.60 
12 50.0 16.0 1.60 
13 50.0 10.0 2.00 
14 50.0 16.0 2.00 
15 50.0 10.0 2.50 







 2.4.1 実験装置 
 










す。模型は、剪断力計設置板の高さにあわせて高さ 6.0cm とし、幅 29.2cm の水平床を
300cm に渡り取り付けた。水平床と上流端には 1/10 の一様勾配面を 60cm 設置し、下
流端には、剪断力計設置板と、その端に上流端同様の一様勾配面を設けた。さらに、こ
れらの模型に粗度を設けるため、砂（相馬硅砂 5 号=中央粒径 0.25mm）をスプレーの
り（住友スリーエム スプレーのり 99）で貼り付けた。砂は表面が均等の高さになる
よう、1 層ごとに紙やすりでならし、合計 3 層貼り付けた。 
計測は、剪断力と、その直上での流体運動を評価するため、レーザー･ドップラー･
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流速計（Dantec 社、Fiber Flow、以下 LDV とする）を用いた。水面変動は、容量式







































図 2.8 各計測機器の配置 
写真 2.8 勾配面と水平床模型 






断力計における実験条件を表 2.4 に示す。実験は、初期水深 9.0cm から 3.0cm ずつ上
昇させ 、21.0cm までの 4 通りに分類した。さらに、静水槽の水深を水槽内初期水深か
ら 10cm、20cm、30cm 大きい 3 通りと設定し、初期水深の 4 通りと組み合わせて全
12 通りの計測を行った。尚、粗面の剪断力計による実験 CASE10~19 は、貯水水深を
5cm 刻みで大きくさせている。実験は各ケース 2 回のデータを取得した。 
実験の再現性については後述に記す。 
 






1 18.0 48.0 
2 18.0 38.0 
3 18.0 28.0 
4 15.0 45.0 
5 15.0 35.0 
6 15.0 25.0 
7 12.0 42.0 
8 12.0 32.0 
9 12.0 22.0 
10 9.0 39.0 
11 9.0 29.0 











1 21.0 51.0 
2 21.0 41.0 
3 21.0 31.0 
4 18.0 48.0 
5 18.0 38.0 
6 18.0 28.0 
7 15.0 45.0 
8 15.0 35.0 
9 15.0 25.0 
10 12.0 42.0 
11 12.0 37.0 
12 12.0 32.0 
13 12.0 27.0 
14 12.0 22.0 
15 9.0 39.0 
16 9.0 34.0 
17 9.0 29.0 
18 9.0 24.0 










その周波数 f を検出すると、干渉縞に直角方向の速度成分は式（2-2）により、周波数 f
から求められる。 






=              （2-2） 
 
 本研究で使用した LDV は散乱光を光電変換した後、それぞれ独立した信号処理機




 また、本システムの LDV は水平方向と鉛直方向の同時計測が可能であるが、後述に
示す理由により本実験では水平方向のみの計測とする。 
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2.5.1 LDV および波高の計測点の決定 
 





写真 2.12 ②レーザーヘッド 

































を通過した距離を 1cm から 2cm おきに 11cm までの計 6 点の一様流速を計測した。計
測は水深 6cm の一様流に、底面から 3cm の高さを約 1/100s 間隔で行った。 










図 2.11 60 秒間の流速分布  
 
図 2.12 壁面との距離における平均流速の分布 
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の軸を z とすると、 0)/( =∂∂= Zb zuµτ より式（3-2）となる 
 
{ })cos()sin()sinh2/( tkxtkxkhkcHb σσµβτ −−−=   (3-1) 
)4/sin()sinh2/2( piσµβ −−= tkxkhkcH        (3-2)     
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ここに、 Lk /2pi= 、 T/2piσ = 、 νσβ 2/= 、H :波高、c :波速、h :水深、L :波長、
T :周期、、 g :重力加速度、 ρ :水の密度である。これは剪断応力 bτ が水表面に対して
1/4pi 位相が進むことを表している。（岩垣、1964） 
滑面の剪断力計による実験値の場合、CASE01、CASE02 は水表面に対して、若干
の位相遅れが確認される。CASE03 から CASE09 では水表面との位相差はほとんどな

































































図 3.16 滑面と粗面上の剪断応力と波高の時系列変化（CASE16） 
 
 41 



































写真 2.15 位相差検証実験の概要 
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た、摩擦係数 wf は振動流境界層理論の結果よりレイノルズ数Reによって表した。 
              2max ˆ2
1







=               (3-4) 
Re
2




Re bU=                 (3-6) 
図 3.18 位相差検証実験の結果 
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ここに、 buˆ は底面流速振幅、 ν (=0.01cm2/s)は動粘性係数である。また、計測値に
おける最大剪断応力の算定方法を図 3.17 に示す。最大底面剪断応力は、1 波長の最
大値と最小値の絶対値を 2 で除し、3 波長の平均をとることで算出した。表 3.1 は各
CASE の算定結果である。 


















表 3.1 剪断力計精度検証実験結果 
















1 30.0  4.12  1.00  1.75  5.27 4.42 
2 30.0  6.73  1.00  2.86  7.32 6.68 
3 30.0  5.13  1.60  2.44  7.35 5.69 
4 30.0  7.25  1.60  3.44  11.94 9.175 
5 30.0  4.79  2.00  2.17  7.59 5.15 
6 30.0  6.86  2.00  3.11  12.91 7.81 
7 30.0  4.98  2.50  2.10  6.06 4.92 
8 30.0  7.93  2.50  3.35  10.37 7.65 
9 50.0  9.07  1.00  1.81  2.49 4.78 
10 50.0  14.75  1.00  2.94  5.66 9.96 
11 50.0  11.02  1.60  3.54  4.25 8.28 
12 50.0  14.78  1.60  4.75  3.4 6.86 
13 50.0  11.39  2.00  3.70  4.46 6.94 
14 50.0  15.37  2.00  4.99  5.97 9.48 
15 50.0  11.67  2.50  3.64  3.95 5.47 









それぞれの時系列変化を図 3.19 から図 3.49 に示す。グラフは上から波高、流速、剪断
力のデータである。波高データは■点が波高計 H1、●点が波高計 H2、▲点が波高計
H3 に対応している。波高と剪断力のデータはレコーダーへ記録され、レコーダーの記
録を開始した時間が 0 秒となる。 
滑面と粗面の直上流速を LDV で測る場合、同時に計測を行うことはできない。その
ため、滑面と粗面上の計測は独立して行った。実験条件の再現性については、同条件で
ある滑面と粗面で行った実験（例えば、図 3.19 と図 3.34）の水面変動を比較すると、
多少のピーク値の誤差はあるものの、概ね合致している。そのため再現性は保たれてい
ると考えられる。 





初期水深 15.0cm、貯水水深 45.0cm の波高、流速、剪断応力の時系列変化である。流
速は、初期段波が通過した T=12.6s 以降に強い乱れが確認でき、それに伴い、剪断力
が増加していることがわかる。T=13.7s では流速が減少しているにもかかわらず、剪断





粗面と滑面の剪断力計で大きな差異が生じた。図 3.19、図 3.20 の剪断力は段波通過後
に、緩やかな変動が起きている。段波が通過し、静水状態になったときは、本来 0=bτ
に近似する。しかし、この条件では、 0=bτ に戻らず、大きくずれていた。そのため、
この結果はドリフト効果によるものと考えられる。図 3.33、図 3.36 は粗面上の、初期






























































































































































のである。計算方法は高速フーリエ変換（FFT）を用いた。 t を時間、ω を複素角周波
数、 j を虚数単位として式(3-7)を f のフーリエ変換という。この式で )(ωF は複素数で
あり、極形式 )()( ωϕω jeA で表したとき、 )(ωA を振幅スペクトル、 )(ωϕ を位相スペクト




= dtetfF tjωω )(               （3-7） 
 時系列データをフーリエ変換したものを、周波数とパワースペクトル密度の関係を




 非砕波時の同条件にあたる滑面 CASE03、粗面 CASE06 における流速のパワース
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ペクトルを図 3.50 に示す。同様に砕波時の同条件にあたる滑面 CASE04、粗面




乱れと、砕波によって生じた上部からの乱れを 7~20Hz の周波数帯として考察を行う。 
 




図 3.51 滑面 CASE04、粗面 CASE07 における流速のパワースペクトル 
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と考えて 0.1s 間隔で処理を行った。LDV より計測した流速変動と、移動平均法より平










2' )(1                               (3-7) 
ここで、 rmsu′ は流速変動成分の二乗平均の平方根、u′ は流速の変動成分、 N は計測し
た流速のデータ数である。計算は段波初期通過後の 2 秒間で行った。流速の変動成分u′
は、瞬間流速をu 、移動平均流速をu とすると、式(3-8)の関係が成り立つ。 
uuu ′+=                                     (3-8) 
段波実験における全実験条件の結果を表 3.2、表 3.3 に示す。また、これらの結果よ
り横軸に平均流速、縦軸に流速変動成分の二乗平均の平方根をプロットしたものを図











1                          (3-9) 









































































= dtetfF tjωω )(                           (3-10) 
粗面の剪断力計で計測した剪断力の変動については、大幅な位相遅れが生じたため、
ここでは滑面の剪断力計で計測した剪断力の変動と乱れとの関係についてのみ解析









図 3.55、図 3.56 は、砕波条件である滑面 CASE05 と CASE08 の結果である。両
ケースにおける流速変動成分の二乗平均平方根と平均流速は表3.2より大きく異なる
ことはない。また、移動平均流速の変動についても概ね類似している。しかし、剪断




大振幅は CASE08 に比べ約 3 倍大きい。その後 CASE08 では、T=8.3s に強い乱れ
が確認できるが、剪断力は大きく変動しておらず、乱れの影響は少ないといえる。ま

















図 3.56 滑面CASE08における移動平均流速(Ave.Velocity)、乱れ成分の流速(Turbulence)、 
剪断力の時系列変化 
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2)   剪断力計から得られた測定値は、理論値に比べ約 3 倍程度の剪断応力を計測し  
た。そのため、剪断力計の計測値を定量的に判断することは難しいと考えられ
る。 
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